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貸 借 対 照 表 

（2024 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部） 

流動資産 

現金及び預金 

受取手形 

電子記録債権 

完成工事未収入金 

売掛金 

未成工事支出金 

材料貯蔵品 

未収入金 

預け金 

その他 

貸倒引当金 

固定資産 

有形固定資産 

建物・構築物 

機械・運搬具 

工具器具・備品 

土地 

リース資産 

建設仮勘定 

無形固定資産 

投資その他の資産 

投資有価証券 

関係会社株式 

破産更生債権等 

繰延税金資産 

長期保証金 

その他 

貸倒引当金 
 

(101,978) 

74,887 

10,157 

1,137 

10,088 

35,082 

2,878 

799 

599 

1,648 

12,000 

499 

△5 

27,090 

23,325 

6,160 

1,944 

296 

14,215 

0 

708 

305 

3,459 

306 

1,393 

18 

1,254 

368 

166 

△50 
 

（負債の部） 

流動負債 

支払手形 

電子記録債務 

工事未払金 

買掛金 

リース債務 

未払金 

未払費用 

未払法人税等 

未成工事受入金 

預り金 

完成工事補償引当金 

工事損失引当金 

その他 

固定負債 

再評価に係る繰延税金負債 

退職給付引当金 

その他 

 

 

（純資産の部） 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 

利益剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

圧縮記帳積立金 

別途積立金 

繰越利益剰余金 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

土地再評価差額金 
 

(39,913) 

35,774 

1,025 

6,848 

13,120 

4,099 

0 

864 

1,521 

1,248 

1,672 

5,088 

208 

64 

11 

4,139 

371 

3,518 

250 

 

 

(62,064) 

61,675 

6,293 

6,095 

6,095 

49,286 

952 

48,334 

35 

12,000 

36,298 

388 

72 

315 
 

資 産 合 計 101,978 負 債 純 資 産 合 計 101,978 
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損 益 計 算 書 

（2023 年 4 月 1 日から 2024 年 3 月 31 日まで） 

（単位：百万円） 

科       目  金    額  

売上高       

完成工事高  87,312     

製品売上高  15,365   102,677  

売上原価       

完成工事原価  77,884     

製品売上原価  13,857   91,741  

売上総利益       

完成工事総利益  9,427     

製品売上総利益  1,507   10,935  

販売費及び一般管理費     6,570  

営業利益     4,364  

営業外収益       

受取利息及び配当金  63     

その他  41   105  

営業外費用       

支払利息  4     

その他  19   23  

経常利益     4,445  

特別利益       

固定資産売却益  6     

投資有価証券売却益  175     

その他  0   182  

特別損失       

固定資産売却損  6     

固定資産除却損  41     

減損損失  449   498  

税引前当期純利益     4,130  

法人税、住民税及び事業税  1,406     

法人税等調整額  △56   1,350  

当期純利益     2,780  
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１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券 市場価格のない株 

式等以外のもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株 

式等 

移動平均法による原価法 

② 棚卸資産 

未成工事支出金 個別法による原価法 

材料貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法によっている。 

 ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年

4月1日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法によっている。 

なお、耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っている。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法によっている。 

 ただし、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５年）に基

づく定額法によっている。 

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産 

リース期間を耐用年数として、残存価額を

零とする定額法を採用している。 

 (3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備

えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上している。 
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② 完成工事補償引当金 完成工事に係る契約不適合責任に基づき

要する費用に備えるため、当事業年度の完成

工事高に対する将来の見積補償額に基づい

て計上している。 

③ 工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、

当事業年度末手持工事のうち損失の発生が

見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積る

ことができる工事について、損失見込額を計

上している。 

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上している。 

過去勤務費用は、発生事業年度にー括費用

処理している。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の

ー定の年数(５年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生した翌事業年度から

費用処理している。 

(4) 収益及び費用の計上基準 

① 完成工事高及び完成工事原価の 

計上基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社の主要な事業である建設事業におい

て、工事契約に基づき、舗装工事等を行って

いる。 

財又はサービスに対する支配が顧客に一

定の期間にわたり移転する場合には、財又は

サービスを顧客に移転する履行義務を充足

するにつれて、一定の期間にわたり収益を認

識する方法を適用している。履行義務の充足

に係る進捗度の測定は、各期の期末日までに

発生した工事原価が、予想される工事原価の

合計に占める割合に基づいている。 

また、契約の初期段階において、履行義務

の充足に係る進捗度を合理的に見積ること

ができないが、発生する費用を回収すること

が見込まれる場合は、原価回収基準にて収益

を認識している。 

なお、契約における取引開始日から完全に

履行義務を充足すると見込まれる時点まで

の期間がごく短い工事契約については代替

的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収
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② 製品売上高及び製品売上原価の 

計上基準 

益を認識せず、完全に履行義務を充足した時

点で収益を認識している。 

主に舗装工事に使用する材料であるアス

ファルト混合物を製造し、顧客へ販売する事

業を行っている。 

これらの製品の販売については、製品の引

渡し時点において顧客が当該製品に対する

支配を獲得し、履行義務が充足されると判断

していることから、製品の引渡時点で収益を

認識している。 

 

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっている。 

② 法人税及び地方法人税の会計処理 

又はこれらに関する税効果会計の 

会計処理 

当社は、グループ通算制度を適用してい

る。また、「グループ通算制度を適用する場

合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実

務対応報告第 42 号 2021 年８月 12 日）に

従って、法人税及び地方法人税の会計処理又

はこれらに関する税効果会計の会計処理な

らびに開示を行っている。 

③ 建設事業並びに製造・販売他事業に 

おけるジョイントベンチャー 

（共同企業体）に係る会計処理の 

方法 

主として構成員の出資の割合に応じて資

産、負債、収益及び費用を認識する会計処理

によっている。 
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２ 貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 28,408 百万円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務 

①  短期金銭債権 13,441 百万円

②  長期金銭債権 1 百万円

③  短期金銭債務 233 百万円

(3) 「土地の再評価に関する法律」(1998 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、 

事業用土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」を純資産の部に計上している。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」(1998 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第２

条第４号に定める「地価税法」(1991 年法律第 69 号）第 16 条に規定する地価税の

課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公

表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算定する方法 

再評価を行った年月日 2000 年 3 月 31 日

再評価を行った土地の当事業年度末におけ

る時価と再評価後の帳簿価額との差額 3,107 百万円

(4) 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額 

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相

殺せずに両建てで表示している。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は発生していない。 
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３ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

未払費用 350 百万円 

退職給付引当金 1,076 百万円 

貸倒引当金 16 百万円 

連結納税加入時の時価評価損益 383 百万円 

その他 735 百万円 

繰延税金資産小計 2,563 百万円 

評価性引当額 △658 百万円 

繰延税金資産合計 1,905 百万円 

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △15 百万円 

その他有価証券評価差額金 △7 百万円 

連結納税加入時の時価評価損益 △626 百万円 

その他 △0 百万円 

繰延税金負債合計 △650 百万円 

繰延税金資産の純額 1,254 百万円 
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４ 関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

種類 会社名 住所 
資本金 

（百万円） 
事 業 の 内 容 

議決権等の 

被所有割合 
関係内容 

直接 

（%） 

間接 

（%） 

役員の 

兼任等 
事業上の関係 

親会社 ㈱大林組 

東京都 

港 区 
57,752 

建設、土木工事の

請負並びにこれら

に関連する事業、

不動産の売買、賃

貸並びにこれらに

関連する事業 

100.0 － － 

建設工事の

受注、製品

の販売、建

物等の賃借

並びに建築

工事の発注 

取引の内容 
取引金額 

（百万円）(注1） 
 科     目 

期末残高 

(百万円)(注1) 

完成工事高 16,083 
電子記録債権 

完成工事未収入金 

8,282 

5,079 

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、電子記録債権、完成工事未収入金の期

末残高には消費税等が含まれている。 

２．建設工事の受注、製品の販売及び建築工事の発注については、当社と関連を有し

ない他の当事者と同様の条件となっている。 

(2) 兄弟会社等 

種  類 会 社 名 

議決権等 
の 所 有 
(被所有) 
割合(％) 

関連当事者 

と の 関 係 
取引の内容 

取引金額 
(百万円) 
（注１） 

科 目 
期末残高 
(百万円) 

親会社の子会社 ㈱オーシー・ファイナンス － 
資金の 

運用・借入 

資金の 

預け入れ 
9,000 預け金 12,000 

（注）１．取引金額には消費税等を含めていない。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

独立第三者間取引と同様のー般的取引条件で行っている。                  

 

 

５ １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 6,896,008,572 円 56 銭

(2) １株当たり当期純利益 308,946,465 円 33 銭

 

 

 


